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７０ 松 田 陽 一
－７０－
表３ 従業員の意識や行動の変化と施策（ｎ＝８６）
施策項目＼平均値・回答数 平均値 １ ２ ３ ４ ５ ９ 未記入
１．企業内部署（部・課）の新設・統廃合や名称変更 ３．６３ ０ ９ １８ ３４ １０ ７ ８
２．社会貢献や企業文化活動 ３．１６ ０ １３ ２７ １９ ２ １６ ９
３．経常業務の合理・改善型の全社的活動 ３．７０ １ ４ １４ ３９ ６ １４ ８
４．従業員の意識や行動変革型の CI活動 ３．３８ ２ １ ２５ １７ ３ ２７ １１
５．既存の人事諸制度の改定・廃止 ３．６６ ２ ５ １５ ３４ ９ １６ ５
６．職場単位で行う独自の小集団活動 ３．４５ １ ６ １８ ３２ １ ２０ ８
７．経営理念や社是社訓の浸透活動 ３．５８ ０ ４ ２５ ２６ ７ １４ １０
８．他企業（グループ）の吸収や合併 ３．３５ １ ４ １７ ６ ６ ４０ １２
９．倫理・行動規範の新規作成・改定やその浸透活動 ３．５１ ０ ４ １９ ２３ ３ ３０ ７
１０．新規事業・商品・サービスの開発や創造 ３．６４ ０ ５ ２２ ２４ １０ １４ １１
１１．成果主義型の人事諸制度の導入 ３．７７ ０ ４ １８ ２６ １２ ２０ ６
１２．社内研修・教育や自己啓発制度の充実 ３．６９ ０ ５ ２２ ４２ ８ ３ ６
１３．企業グループ内の再編や統合 ３．６８ ２ １ １２ １４ ８ ３６ １３
１４．全社的な TQC活動や ZD活動 ３．５２ ０ １ １９ ２４ ０ ３０ １２























施策項目＼平均値・回答数 平均値 １ ２ ３ ４ ５ ９ 未記入
１．企業内部署（部・課）の新設・統廃合や名称変更 ４．１１ ０ ２ １１ ３５ ２３ ４ １１
２．社会貢献や企業文化活動 ３．４９ １ ５ ２１ ２８ ４ １５ １２
３．経常業務の合理・改善型の全社的活動 ４．０５ ０ ２ １０ ３５ １７ １２ １０
４．従業員の意識や行動変革型の CI活動 ３．７６ １ １ １７ ２１ １０ ２４ １２
５．既存の人事諸制度の改定・廃止 ３．９７ ２ ３ １１ ２８ ２１ １３ ８
６．職場単位で行う独自の小集団活動 ３．６７ ２ ４ １６ ２５ １１ １７ １１
７．経営理念や社是社訓の浸透活動 ４．０２ ０ ４ １２ ２６ ２１ １２ １１
８．他企業（グループ）の吸収や合併 ３．６２ ０ ２ １７ ７ ８ ３６ １６
９．倫理・行動規範の新規作成・改定やその浸透活動 ３．８１ ０ ４ １２ ２１ １１ ２７ １１
１０．新規事業・商品・サービスの開発や創造 ３．９３ ０ ３ １６ ２４ １８ １５ １０
１１．成果主義型の人事諸制度の導入 ４．１２ １ ３ ９ ２２ ２５ １９ ７
１２．社内研修・教育や自己啓発制度の充実 ４．２７ ０ ２ ８ ３５ ３３ ２ ６
１３．企業グループ内の再編や統合 ３．８２ １ ０ １４ １３ １０ ３２ １６
１４．全社的な TQC活動や ZD活動 ３．７０ ０ １ １８ １８ ７ ２６ １６














































































１４．全社的な TQC活動や ZD活動 １ １．４




















７４ 松 田 陽 一
－７４－
表７ 従業員の意識や行動に生じた変化の程度（ｎ＝８６）
項目＼平均値・回答数 平均値 １ ２ ３ ４ ５ 未記入
１．従業員が経営トップの方針を理解すること ３．９８ ０ ３ １６ ４２ ２０ ５
２．従業員の職場の雰囲気が明るくなること ３．２４ ０ １０ ４３ ２５ ２ ６
３．従業員がお客様から良い評価をいただいたと思えること ３．４３ ０ ６ ３９ ２８ ６ ７
４．従業員が仕事をやりやすくなったと感じること ３．１０ ０ １４ ４６ １８ ２ ６
５．従業員が自社を誇りに思えるようになること ３．２８ １ ８ ４３ ２２ ５ ７
６．従業員が自らの仕事目標を明確にすること ３．８０ ０ ３ ２２ ４４ １２ ５
７．従業員の職場内でのコミュニケーションがよくなること ３．３９ ０ ７ ３８ ３２ ３ ６
８．従業員が自らの仕事に自信がもてるようになること ３．３７ ０ ５ ４４ ２９ ３ ６
９．従業員が自社の業績に対して関心を高めること ３．７９ １ ４ １９ ４５ １３ ４
１０．従業員が自社の社会的責任の大きさを理解すること ３．２１ ２ １４ ３６ ２１ ７ ６
１１．従業員が仕事への改善や修正に対して提案等すること ３．５５ ０ ４ ３１ ４２ ３ ６
１２．従業員が自社の将来について考えるようになること ３．４５ １ ８ ３３ ３０ ８ ６
１３．従業員が自社との一体感が強まったと感じること ３．２４ １ ７ ５０ １６ ６ ６
１４．従業員が自らの仕事の効率化やスピード化を進めるようになる
こと
３．４３ ０ ７ ３７ ３１ ５ ６
１５．従業員が自社のコンプライアンスについて理解すること ３．３８ ２ ８ ３５ ２９ ７ ５
１６．従業員が企業の社会貢献活動に参加すること ２．８０ ７ １７ ４０ １５ ０ ７




















項目＼平均値・回答数 平均値 １ ２ ３ ４ ５ 未記入
１．新規事業や製品・サービス開発力 ３．３３ １ ０ ５１ ２４ ２ ８
２．自社（製品・サービス）のマーケット・シェア ３．２６ ３ ０ ５２ ２０ ３ ８
３．売上高や利益等の業績 ３．５４ ４ ６ ２１ ４２ ８ ５
４．研究開発や商品開発力 ３．２３ １ １ ５５ １９ １ ９
５．新卒・中途採用などの人材確保力 ３．３０ １ ３ ５０ ２３ ３ ６
６．トップ経営者と従業員間の信頼感 ３．５１ １ ２ ３９ ３０ ７ ７
７．自社（職場）内のコミュニケーションの活性度 ３．４２ １ ２ ４１ ３３ ２ ７
８．職場内の活性度 ３．４９ １ １ ３８ ３９ ２ ５
９．従業員のモラールや企業への帰属心 ３．５２ １ １ ３６ ３８ ３ ７
１０．企業の知名度やイメージ ３．３０ １ ２ ５０ ２４ ２ ７
１１．企業のコンプライアンスや信頼性評価 ３．４９ １ ０ ４２ ３１ ５ ７
１２．企業価値（資産，株価等）の評価 ３．１２ ２ ２ ６１ １１ ２ ８
１３．顧客，取引先や市場からの自社のイメージ ３．４７ ０ ０ ４４ ３１ ３ ８
１４．資金の調達力 ３．２７ ０ １ ６０ １２ ５ ８
１５．企業市民としての自社のイメージ ３．２６ ０ ０ ５８ ２０ ０ ８
１６．働きやすい企業（ダイバーシティ，介護，ワークファミリイ等
への高配慮）としての自社のイメージ
３．１２ ０ １ ６５ １０ ０ １０


















７６ 松 田 陽 一
－７６－
表９ 業績の変化に与える影響（ｎ＝８６）
項目＼平均値・回答数 平均値 １ ２ ３ ４ ５ 未記入
１．新規事業や製品・サービス開発力 ３．３２ ０ ２ ４５ ２０ ２ １７
２．自社（製品・サービス）のマーケット・シェア ３．２６ ０ ２ ５１ １４ ３ １６
３．売上高や利益等の業績 ３．７２ ０ １ ２４ ４０ ６ １５
４．研究開発や商品開発力 ３．２２ ０ ３ ４９ １６ １ １７
５．新卒・中途採用などの人材確保力 ３．２４ ０ ７ ４３ １８ ３ １５
６．トップ経営者と従業員間の信頼感 ３．５１ ０ １ ３９ ２５ ６ １５
７．自社（職場）内のコミュニケーションの活性度 ３．４１ ０ １ ４１ ２８ １ １５
８．職場内の活性度 ３．４５ １ １ ３７ ３２ ２ １３
９．従業員のモラールや企業への帰属心 ３．４６ ０ ３ ３４ ３２ ２ １５
１０．企業の知名度やイメージ ３．２２ ３ ２ ４５ ２０ ２ １４
１１．企業のコンプライアンスや信頼性評価 ３．３７ ３ ２ ３５ ２８ ３ １５
１２．企業価値（資産，株価等）の評価 ２．９４ ３ ４ ５８ ６ ０ １５
１３．顧客，取引先や市場からの自社のイメージ ３．３４ １ １ ４４ ２３ ２ １５
１４．資金の調達力 ３．００ ３ ４ ５６ ６ ２ １５
１５．企業市民としての自社のイメージ ３．０７ ４ ２ ５１ １３ １ １５
１６．働きやすい企業（ダイバーシティ，介護，ワークファミリイ等
への高配慮）としての自社のイメージ
３．００ ４ ３ ５３ ９ １ １６





























項目＼平均値・回答数 平均値 １ ２ ３ ４ ５ 未記入
１．特定期間内（四半期，半年，年間等）の売上高が向上したこと ３．１２ ６ １０ ３３ ２３ ４ １０
２．主力製品・サービスにおけるマーケット・シェアが向上したこと ２．９３ ７ ９ ４４ １４ ２ １０
３．顧客（株主を含む）から自社への評判が向上したこと ３．２４ ３ ３ ４５ ２３ ２ １０
４．取引先から自社への評判が向上したこと ３．３２ ４ ２ ４１ ２２ ６ １１
５．短期的な成果がでたこと（例：毎月の売上高，契約高等） ２．９６ ５ １２ ４３ １３ ３ １０
６．従業員の仕事行動が早くなったこと ３．３４ ２ ２ ４３ ２６ ３ １０
７．従業員の経常の仕事態度・言動が改善されたこと ３．４５ ２ １ ３８ ３１ ４ １０
８．従業員が経営理念を理解できるようになったこと ３．５０ ２ ２ ３５ ３０ ７ １０
９．従業員のモチベーションが向上したこと ３．４１ １ ４ ３７ ３１ ３ １０
１０．自社への苦情やクレームが減少したこと ２．９６ ５ ７ ５２ １２ １ ９
１１．従業員の仕事のやり方について効率化・合理化が進んだこと ３．４０ ２ ４ ３７ ２９ ５ ９
１２．仕事・職場に関する提案や改善意見が増加したこと ３．４２ ３ ４ ３５ ２８ ７ ９
１３．自己啓発（援助制度等を含）への参加の積極性が向上したこと ３．１７ ２ ６ ４８ １９ ２ ９
１４．企業教育・研修等への参加の積極性が向上したこと ３．２４ ３ ５ ４０ ２７ １ １０
１５．他の全社的な施策や活動への参加の積極性が向上したこと ２．９７ ３ ９ ５２ １１ １ １０
１６．企業の経営方針や内容への理解度が向上したこと ３．５４ １ ４ ３３ ２９ ９ １０
１７．自社のコンプライアンスへの理解度が向上したこと ３．４１ ２ ５ ３４ ３０ ５ １０
１８．企業内コミュニケーションが活発化したこと（開放的になった） ３．２２ ３ ４ ４３ ２５ １ １０
１９．職場の雰囲気が明るくなったこと ３．２１ ３ ３ ４５ ２５ ０ １０
２０．従業員の企業目標への理解度が向上したこと ３．５８ １ ２ ３１ ３６ ６ １０
２１．経営トップと従業員間の信頼感が向上したこと ３．３９ ２ ３ ３７ ３１ ３ １０
２２．従業員の経常の仕事スキルが向上したこと ３．２０ ３ ３ ４６ ２４ ０ １０
２３．業界の動向についての敏感さが向上した ３．０７ ３ ７ ５０ １４ ２ １０
２４．競合他社の動きについての敏感さが向上した ３．１３ ３ ５ ４８ １９ １ １０
２５．従業員の事故・負傷や不祥事が減少したこと ３．０１ ４ ８ ４９ １５ １ ９
２６．その他（具体的に： ） ３．３３ ０ ０ ５ ０ １ ８０
注）「２６．その他」に記載のあったのは，次のとおりである。・モラールサーベイスコア












項目＼平均値・回答数 平均値 １ ２ ３ ４ ５ 未記入
１．特定期間内（四半期，半年，年間等）の売上高が向上したこと ３．１９ ５ ６ ３６ ２０ ５ １４
２．主力製品・サービスにおけるマーケット・シェアが向上したこと ２．９９ ６ ５ ４８ １０ ３ １４
３．顧客（株主を含む）から自社への評判が向上したこと ３．２１ ３ ０ ５３ １３ ４ １３
４．取引先から自社への評判が向上したこと ３．３２ ４ ０ ４３ ２１ ５ １３
５．短期的な成果がでたこと（例：毎月の売上高，契約高等） ３．００ ４ ８ ４６ １４ １ １３
６．従業員の仕事行動が早くなったこと ３．３６ ２ ２ ４１ ２４ ４ １３
７．従業員の経常の仕事態度・言動が改善されたこと ３．４４ １ ０ ４０ ３０ ２ １３
８．従業員が経営理念を理解できるようになったこと ３．４５ ２ ３ ３４ ２８ ６ １３
９．従業員のモチベーションが向上したこと ３．３６ １ ４ ３９ ２７ ３ １２
１０．自社への苦情やクレームが減少したこと ２．９９ ５ ６ ５０ １１ ２ １２
１１．従業員の仕事のやり方について効率化・合理化が進んだこと ３．３４ ２ ５ ３４ ３０ ２ １３
１２．仕事・職場に関する提案や改善意見が増加したこと ３．３８ ４ ３ ３３ ２７ ６ １３
１３．自己啓発（援助制度等を含）への参加の積極性が向上したこと ３．１４ ３ ４ ４９ １６ ２ １２
１４．企業教育・研修等への参加の積極性が向上したこと ３．２３ ４ ２ ４１ ２５ １ １３
１５．他の全社的な施策や活動への参加の積極性が向上したこと ２．９９ ５ ４ ５１ １３ ０ １３
１６．企業の経営方針や内容への理解度が向上したこと ３．４９ １ ２ ３４ ３４ ３ １２
１７．自社のコンプライアンスへの理解度が向上したこと ３．３６ ３ ３ ３５ ２９ ３ １３
１８．企業内コミュニケーションが活発化したこと（開放的になった） ３．２２ ３ ４ ４１ ２４ １ １３
１９．職場の雰囲気が明るくなったこと ３．２１ ３ ５ ４０ ２４ １ １３
２０．従業員の企業目標への理解度が向上したこと ３．５４ ２ １ ３１ ３５ ５ １２
２１．経営トップと従業員間の信頼感が向上したこと ３．２７ ２ ４ ４２ ２２ ３ １３
２２．従業員の経常の仕事スキルが向上したこと ３．１１ ３ ４ ４８ １８ ０ １３
２３．業界の動向についての敏感さが向上した ３．０１ ３ ５ ５３ １２ ０ １３
２４．競合他社の動きについての敏感さが向上した ３．１０ ３ ４ ４９ １７ ０ １３
２５．従業員の事故・負傷や不祥事が減少したこと ３．０４ ５ ４ ４９ １５ １ １２














役員層 ４．０６ ３．９５ ３．９６ ４．１３ ３．９６ ４．０６ ３．９２
部長層 ３．９８ ３．９８ ４．００ ４．１５ ３．９７ ４．１８ ３．９４
課長層 ３．９８ ３．８４ ３．８９ ３．９６ ３．８４ ３．９６ ３．７２
係長・主任層 ３．６９ ３．６０ ３．５５ ３．７３ ３．６０ ３．５７ ３．３５































































































阻害要因項目＼平均値・回答数 平均値 １ ２ ３ ４ ５ 未記入
１．施策や活動に対する自社内の保守的な態度や職場の雰囲気 ３．４５ ３ １３ １９ ３０ １２ ９
２．施策や活動を推進するリーダーの交代や不在 ２．９２ ８ １８ ２５ ２２ ３ １０
３．トップ経営者の交代 ２．０９ ２６ １２ ２８ ２ ０ １８
４．売上や利益などの業績の悪化 ２．６６ １７ １３ ３０ １３ ４ ９
５．施策や活動を推進する部署の縮小や解散 ２．４７ １７ １５ ３２ ８ １ １３
６．施策や活動内容の社内普及や広報の不足 ２．８９ ６ １７ ３３ １９ １ １０
７．施策や活動を定着・フォローする施策の未構築 ３．１６ ５ １２ ２８ ２６ ４ １１
８．短期的な成果を追及すること ２．９２ ７ １４ ３８ １４ ４ ９
９．施策や活動を推進するプログラムが不充分なこと ３．０７ ５ １３ ３１ ２２ ３ １２
１０．従業員が施策や活動の内容を理解するのに難しい点が多いこと ３．００ ７ １２ ３５ ２０ ３ ９
１１．施策や活動に新しさや面白さがないこと ２．８７ ７ １５ ３４ １９ ０ １１
１２．別の社内活動が登場したこと ２．２２ ２１ １９ ２８ ３ １ １４
１３．企業の合併・吸収が行われたこと １．９７ ３０ １０ ２３ １ １ ２１
１４．主要な事業領域（製品・サービス）の変換 ２．０４ ３０ １２ ２４ ３ １ １６
１５．経営戦略の変換 ２．１８ ２７ ９ ３１ ３ １ １５
１６．施策や活動を行う前に自社の実態把握を充分に行っていないこと ２．５９ １８ １１ ２９ １３ ２ １３
１７．その他（具体的に ） ２．１３ ３ １ ４ ０ ０ ７８
注）「１７．その他」の記入についてはない。
８２ 松 田 陽 一
－８２－
表１５ 変化と組織の変更施策との関連（ｎ＝８６）
組織の変更施策項目＼平均値・回答数 平均値 １ ２ ３ ４ ５ ９ 未記入
１．事業部制の導入 ３．６７ １ ４ １３ １０ １１ ３７ １０
２．職能別組織の導入 ３．３０ ０ ４ １５ １４ ０ ４４ ９
３．部や課の廃止・統合（名称変更を含む） ３．４７ １ ４ ２４ ３１ ２ １６ ８
４．部や課の新設 ３．６３ ０ ３ ２２ ３３ ５ １５ ８
５．他企業との合併 ３．７６ １ ０ １０ ７ ７ ５０ １１
６．子会社の設立などの分社化 ３．５６ １ ２ １４ １４ ５ ４１ ９
７．カンパニー制の導入 ３．２９ １ ０ １４ ４ ２ ５５ １０
８．持株会社を中心としたグループ企業の統合・再編 ３．１７ １ １ １０ ６ ０ ５９ ９
































人事施策項目＼平均値・回答数 平均値 １ ２ ３ ４ ５ ９ 未記入
１．新資格制度の導入 ３．９０ ０ １ １３ ２５ １０ ３０ ７
２．自己申告制度の導入 ３．５４ １ ２ １９ ２８ ２ ２７ ７
３．昇進・昇格制度の見直し ３．８０ １ ２ １６ ３０ １１ ２ ７
４．目標管理制度の導入 ３．８５ ０ １ １９ ３６ １１ １２ ７
５．年棒制の導入 ３．５６ １ ２ １１ ７ ６ ５１ ８
６．コンピテンシー評価制度の導入 ３．３５ １ ０ １１ ７ １ ５７ ９
７．成果主義的な評価や給与制度の導入 ３．８９ ０ １ １５ ３８ １０ １６ ６
８．勤務時間や休日の見直し ３．６７ １ １ １７ ２３ ６ ３２ ６
９．社内研修・教育制度の見直し ３．６１ １ ０ ２７ ３５ ４ １２ ７
１０．企業内大学（院）の導入 ３．１４ ０ ０ １２ ２ ０ ６３ ９
１１．自己啓発（援助・補助）制度の見直し ３．２３ １ ５ ２５ １６ １ ３１ ７
１２．退職金制度の見直し ３．５２ ２ ３ １６ １６ ７ ３３ ９
１３．社内人材公募制度の導入 ３．４５ ０ ２ １３ １３ １ ４９ ８
１４．育児休業制度の導入 ３．３６ ２ ３ ３７ ２７ ３ ７ ７
１５．社内保育所・託児所の導入 ３．１１ １ １ １２ ３ １ ５９ ９
１６．福利厚生制度（カフェテリアプラン含）の見直し ３．２８ ２ ２ ２０ １３ ２ ３９ ８
１７．管理職の定年制・任期制の導入 ３．５６ ０ ２ ２１ １７ ５ ３４ ７
１８．等級（資格）の降格制度の導入 ３．５１ １ ２ １８ ２１ ３ ３３ ８
１９．介護支援制度の導入 ２．９８ ２ ４ ３２ ５ １ ３４ ８
２０．専門職制度の導入 ３．２６ １ １ ２３ １３ ０ ４０ ８
２１．職務等級あるいは役割等級制度の導入 ３．５０ ０ １ ２１ １８ ２ ３４ １０
２２．社内 FA（フリー・エージェント）制度の導入 ３．０７ １ ０ １０ ３ ０ ６４ ８
２３．社会貢献やボランティア休暇制度の導入 ２．７６ ２ ２ １１ ２ ０ ６１ ８
２４．メンター制度の導入 ３．２４ １ ０ １４ ５ １ ５５ １０
２５．（大学・大学院への）国内・外留学制度の見直し ３．１５ ０ １ １５ ４ ０ ５８ ８
２６．従業員持株制度の導入 ３．１６ ３ ２ ３１ １０ ３ ２９ ８
２７．職場旅行（慰労・懇親会への補助も含）の見直し ３．１７ ３ ５ ２７ １６ ２ ２５ ８
２８．メンタルヘルス対策の導入 ３．３０ ０ １ ３７ １５ １ ２４ ８
２９．出向・転籍制度の見直し ３．１２ ０ ６ ２６ ７ ２ ３８ ７
３０．ジュニアボード（若手役員）制度の導入 ３．２９ ０ ０ １０ ４ ０ ６４ ８
３１．執行役員制度の導入 ３．３８ ０ ５ １６ ２１ ０ ３５ ９


































































































































































































































































９０ 松 田 陽 一
－９０－
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